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研究要旨 
労働安全衛生法第 6 章（第 59 条から第 63 条）は、労働災害の防止を目的として労働

者の就業にあたっての措置について規定する。 
労働災害は機械等の不備に起因する事故（物的要因）だけでなく、知識・経験の不足、

スキルの未熟さ、コミュニケーション不足等に起因するヒューマンエラー（人的要因）
によっても発生する。そこで、本章では、事業者に対し、新規雇入れ時や作業内容変更
時、危険有害業務に労働者を従事させる際に安全衛生教育を実施することを義務づけ、
重大な事故を招来しうる特定業務については就労制限を課し、中高年齢者等に対しては
その心身の条件に配慮した配置をするよう事業者に求めている。
これらの規定は、安全衛生教育を労働災害防止の要と位置づけ、人的措置（ソフト面）

により実効性を確保しようとするものである。とりわけ、労働力不足に伴い高年齢者の
雇用促進が労働政策上の課題となっているわが国においては、中高年齢者等の安全衛生
上の適正配置は、労働安全衛生行政上の具体的戦略として、今後さらに重要性を増して
いくものと思われる。もっとも、安全衛生上の配慮がとくに必要な労働者は、中高年齢
者にとどまらない。中高年齢者「等」に該当するものとして、通達では身体障害者およ
び出かせぎ労働者が挙げられているが、その範囲には検討の余地があると思われる。ま
た、安全衛生教育が必要だとしても、その実効性をいかにして高めていくべきかについ
ては、今後も検討すべき課題である。 
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Ａ．研究目的 
 
本研究事業全体の目的は、以下の 3 点に

ある。 
①時代状況の変化に応じた法改正の方向

性を展望すること。 
②安衛法を関係技術者以外（文系学部出

身の事務系社員等）に浸透させ、社会一般
への普及を図ること。 
③安衛法に関する学問体系、安衛法研究

のための人と情報の交流のプラットフォー
ムを形成すること。 
そのため、条文の起源（立法趣旨、基礎

となった災害例、前身）と運用（関係判例、
適用の実際）、主な関係令等（関係政省令、
規則、通達等）を、できる限り図式化して
示すと共に、現代的な課題や法解釈学的な
論点に関する検討結果を記した体系書を発
刊すること。 
本分担研究の目的は、附則を除き 123 条

ある安衛法のうち第 59 条から 63 条につい
て、その課題を果たすことにある。 
 
Ｂ．研究方法 

 
安全衛生に詳しい元労働基準監督官から、

現行安衛法の体系に関する解説と安衛法本
体の条文に紐付く政省令の選定を受けたう
えで、法学・行政学を専門とする分担研究
者が、各自、解説書、専門誌に掲載された
学術論文や記事、政府発表資料等の第 1 次
文献のレビューを行って執筆した文案を研
究班会議で報告し、現行安衛法や改正法の
起案に関わった畠中信夫元白鴎大学教授、
唐澤正義氏ら班員らからの指摘やアドバイ
スを得て洗練させた。 

Ｃ．研究結果 
０ はじめに 
分担者は、労働安全衛生法の第 6 章「労

働者の就業に当たつての措置」（第 59 条か
ら第 63 条）を担当した。本章は、労働者の
知識・経験不足に基づく労働災害の防止を
目的としており、対象者や業務ごとに求め
られる安全衛生教育に関する規定が置かれ
ている。 
本章の全体的な構造を概観する。まず、

実際に作業にあたる一般労働者を対象とす
るものとして、事業者は、労働者の新規雇
入れ時または作業内容変更時に安全衛生教
育を実施しなければならないとされ（第 59
条第 1 項、第 2 項）、また、一定の危険有
害業務に労働者を新たに就かせる場合は、
当該労働者に対して特別教育を実施すべき
ことが義務づけられている（第59条第3項）。 
次に、現場を監督する者が労働災害防止

に果たす役割が大きいことに鑑み、職長そ
の他作業中の労働者を直接指導または監督
する者に対して、指導・監督のための安全
衛生教育を実施することを定める（第 60
条）。なお、現に危険有害業務に就いてい
る労働者に対しては、（危険有害業務に就
く際になされる教育だけでなく）安全衛生
の水準向上のための継続的な安全衛生教育
を実施するよう努めることとされ、技術の
発展や新たな機械または設備の導入に対し
て、安全衛生上の観点からの対応が図られ
ている（第 60 条の 2）。 
さらに、重大な事故を引き起こす危険性

が高いと考えられる業務については、都道
府県労働局長の免許を受けた者や技能講習
を修了した者など、当該業務に就業できる
者を一定の有資格者に限定することにより
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労働災害防止を図っている（第 61条）。加
えて、中高年齢者その他労働災害を防止す
る上でその就業に当たって特に配慮を必要
とする者については、心身の条件に応じた
適正配置が事業者に求められている（第 62
条）。 
最後に、事業者が行なう安全又は衛生の

ための教育の効果的実施を図るために、国
としても政策等による援助を行う責務があ
ることを定める。すなわち、国は、指導員
の養成及び資質の向上のための措置、教育
指導方法の整備及び普及、教育資料の提供
その他必要な施策の充実に努めることが規
定されている（第 63 条）。 
 
１ 第 59 条 
１．１ 条文 
（安全衛生教育） 
第五十九条 事業者は、労働者を雇い入れ
たときは、当該労働者に対し、厚生労働省
令で定めるところにより、その従事する業
務に関する安全又は衛生のための教育を行
なわなければならない。 
２ 前項の規定は、労働者の作業内容を変
更したときについて準用する。 
３ 事業者は、危険又は有害な業務で、厚
生労働省令で定めるものに労働者をつかせ
るときは、厚生労働省令で定めるところに
より、当該業務に関する安全又は衛生のた
めの特別の教育を行なわなければならな
い。 
 
 
１．２ 趣旨と内容 
１．２．１ 第 59 条 
１．２．１．１ 趣旨 

 安全衛生教育及び研修は、労働者の就業
に当たって必要な安全衛生に関する知識等
を付与するために実施されるものであり、
教育機会を提供することにより、我が国の
安全衛生水準の向上に大きく寄与すること
が期待されている １。 
このうち、安衛法第 59条は、事業者に対

し、労働者を新たに雇い入れたとき、また
は作業内容を変更したときは安全衛生教育
の実施が、そして、労働者を一定の危険ま
たは有害な業務に従事させるときは特別教
育の実施を義務づけている。その趣旨は、
事業場で取り扱われる機械・設備や原材料、
作業環境の危険および有害性を労働者自身
が認識したうえで、適切に作業を行えるた
めに必要な安全衛生教育を施すことにより、
労働災害の人的な要因を除去することであ
る。 
 
１．２．１．２ 内容 
１．２．１．２．１ 安全衛生教育の内容 
※１．２．１．２．２から入れ替え 
労働者を新たに雇い入れた場合に事業者

が行うべき安全衛生教育は、安衛則第 35条
に定められている。すなわち、①機械等、
原材料等の危険性又は有害性及びこれらの
取扱い方法に関すること、②安全装置、有
害物抑制装置又は保護具の性能及びこれら
の取扱い方法に関すること、③作業手順に
関すること、④作業開始時の点検に関する
こと、⑤当該業務に関して発生するおそれ
のある疾病の原因及び予防に関すること、
⑥整理、整頓及び清潔の保持に関すること、
⑦事故時等における応急措置及び退避に関
すること、⑧その他、当該業務に関する安
全又は衛生のために必要な事項に関するこ
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とである。ただし、安衛令第 2 条第 3 号に
掲げる業種の事業場の労働者については、
①～④を省略することができる（安衛則第
35 条 2 項）。もっとも、一部の項目につい
て省略ができる場合であっても、⑧で「当
該業務に関する安全又は衛生のために必要
な事項」については実施しなければならな
いため、教育対象から必要事項が漏れるこ
とはないとされる ２。また、③作業手順に
関することについては、現場に配属された
後、作業見習の過程において教えることが
原則とされる ３。 
安衛則に列挙する事項については、作業

内容を変更するときも同様に実施しなけれ
ばならないところ、「作業内容を変更した
とき」とは、異なる作業に転換したときや
作業設備、作業方法等について大きな変更
があったときなど、労働者の安全を確保す
るために教育が必要と考えられる場合をい
う ４。作業内容変更時の安全衛生教育義務
が追加されたのは、安全衛生教育の必要性
の観点からは、雇入れ時の状況と実質的に
異ならないからである。そのため、軽易な
変更については含まれない ５。 
安全衛生教育は、教育にあてるべき時間

数については法令上の規定はないが、当該
業務に伴う労働災害防止のために行われる
ものであり、事業者の責任において実施さ
れなければならないものであるから、所定
労働時間内に行われるのが原則である ６。
法定労働時間外に実施する場合は、労基法
第 37 条に定める割増賃金の支払義務が発
生する。 
 
１．２．１．２．２ 安全衛生教育の実効
性 

安全衛生教育の必要性は誰もが認識する
ところであり、そうすると次に議論すべき
は、いかにして安全衛生教育の実効性を確
保するかである。 
すでに述べたように、安衛法第 59 条第 1

項、第 2 項に基づく雇い入れ時および作業
内容変更時の安全衛生教育は、具体的な教
育時間数を法令で定めていない ７。これは、
労働者の業務内容および範囲が区々であり、
一律に規定することが困難であるためとさ
れる ８。そのため、事業者は、当該労働者
が従事する業務に関する安全または衛生を
確保するために必要な内容および時間をも
って安全衛生教育を実施することが求めら
れる ９。たとえば、一方的かつ形式的に教
育を行うだけではなく、実施後にその理解
度を確認したり、定期的に教育を繰り返し
実施したりすることが求められよう。 
また、安全衛生教育の内容についても、

職長教育および特別教育であれば、教育機
関が開催するセミナー等を受講することが
可能であるが、雇い入れ時および作業内容
変更時の安全衛生教育は、各事業場または
個別の業務に即した内容で実施することが
求められることから、教育内容を一律に設
定しづらく、外部機関に委託するのが困難
であるとの事情がある １０。したがって、安
全衛生教育の実効性を高めるためには、具
体的な教育内容や教育時間等を事業場ごと
に実施計画を体系的に策定することが望ま
しい。 
現行法上、安衛法第 59 条に基づく安全衛

生教育について、安全衛生教育計画を策定
する義務があるのは、指定事業場または都
道府県労働局長が労働災害の発生率を考慮
して指定する事業場等であり、それ以外の
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事業場では義務づけがない。もっとも、安
全衛生教育計画の策定義務がない事業場で
あっても、「安全教育に関する計画」及び
「衛生教育に関する教育」は、安全・衛生
委員会の調査審議事項になっているため
（安衛則第 21条第 4号、第 22条第 4 号）、
同委員会の設置義務がある事業場では、教
育内容の実施計画が作成されていると考え
られることが指摘されている １１。 
 
１．２．１．２．３ 適用対象者 
安全衛生教育を受ける労働者の範囲は、

安衛法第 66 条に基づく定期健康診断の対
象労働者について、安衛則第 43 条および第
44 条が、「常時使用する」労働者と定めて
いるのに対し、安衛法第 59 条関連規定には、
「常時」の限定がないため、事業者は、短
時間労働者や臨時に雇い入れた労働者につ
いても、安全衛生教育を実施しなければな
らず、雇用期間が 1 日であっても本条にも
とづく安全衛生教育を省略することはでき
ないとされる １２１３。 
また、派遣労働者については、雇入れ時

の安全衛生教育の実施責任は、雇用関係の
ある派遣元事業者が負う。もっとも、特殊
な機械・設備を使用する場合など派遣元事
業者による安全衛生教育の実施に限界があ
る場合がある。そのため、派遣先事業主は、
派遣元事業主が派遣労働者に対する雇入れ
時および作業内容変更時の安全衛生教育を
適切に行えるよう、当該派遣労働者が従事
する業務に係る情報を派遣元事業主に対し
て積極的に提供するとともに、派遣元事業
主から雇入れ時及び作業内容変更時の安全
衛生教育の委託の申入れがあった場合には
可能な限りこれに応じるよう努めることと

されている １４。 
また、派遣労働者に対する作業内容変更

時の安全衛生教育については、派遣元事業
者および派遣先事業者が実施責任を負う
（労働者派遣法第 45 条）。したがって、同
一の派遣先事業者のもとで派遣労働者の作
業内容が変更された場合の安全衛生教育は
派遣先事業主が、従前の作業内容が異なる
派遣先に労働者を派遣する場合は、派遣元
事業者が作業内容変更時の安全衛生教育を
実施することとなる。 
派遣労働者が被災した場合で、雇入れ時

または作業内容変更時の安全衛生教育につ
いて派遣元事業者と派遣先事業者との間で
委託契約が締結されていた等の事情があっ
た場合、安全衛生教育の実施主体である派
遣先事業者は、当該委託契約にもとづき労
働災害にかかる民事責任を負う可能性があ
る。 
 
１．２．１．２．４ 危険有害な業務に対
する特別教育 
 特別教育を実施すべき「危険または有害
な業務」については、安衛則第 36条におい
て、研削砥石の取替の業務、小型ボイラー
の取扱いの業務、動力プレス機械の金型の
調整など 57 業務が定められている。 
特別教育の実施に必要な事項や教育時間

は、それぞれ関係法令および労働省令告示
等で示されている（安衛則第 39 条、安全衛
生特別教育規程 １５、クレーン等安全規則第
21 条 １６、第 67 条 １７、第 107 条 １８、第
183 条 １９、第 222 条 ２０、クレーン取扱い
業務等特別教育規定 ２１、ボイラー及び圧力
容器安全規則第 92 条、ゴンドラ安全規則第
12条、四アルキル鉛中毒予防規則第 21条、
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高気圧作業安全衛生規則第 11 条、電離放射
線障害防止規則第 52 条の 5 から第 52 条の
9、酸素欠乏症等防止規則第 12 条、粉じん
障害防止規則第 22 条、石綿障害予防規則第
27 条、除染電離則 ２２第 19 条）。 
 安衛法第59条第3項の特別教育の一部は、
旧労基法の就業制限に沿革があり、危険度
に応じて、就業要件を免許取得者、技能講
習修了者、特別教育修了者と段階的に置い
ている ２３。そのため、安衛法第 59 条第 3
項および安衛則第 36 条に定める業務につ
いて、上級の資格（免許取得または技能講
習修了）を有する者については、特別教育
の科目の全部または一部について十分な知
識および技能を有していると認められるた
め、当該科目にかかる特別教育を省略する
ことができるとされる（安衛則第 37 条）。 
特別教育科目を省略することのできる者

としては、上級資格の取得者のほかに、他
の事業場あるいは外部の機関において当該
業務に関してすでに特別教育を受けた者等
も該当する。特別教育を行った事業者は、
当該特別教育の受講者、科目等の記録を作
成して、3 年間保存しておかなければなら
ない（安衛則第 38 条）。 
なお、安衛法第 59 条第 3項違反について

は、6カ月以下の懲役または 50 万円以下の
罰金に処せられる（安衛法第119条第1号）。 
 派遣労働者に対する特別教育については、
派遣中は派遣先事業者に使用されていると
みなされ、派遣先事業者が特別教育を実施
しなければならず、特別教育にかかる記
録・保存も派遣先事業者が行わなければな
らない（労働者派遣法第 45 条第 3項）。 
 
１．３ 関連規定 

１．３．１ 法条 
安衛法 62 条：事業者は、中高年齢者等そ

の他労働災害の防止上その就業に当たって
特に配慮を必要とする者につき、心身の条
件に応じた適正配置を行なうよう努めるこ
とが求められる。  
 
１．４ 沿革 
１．４．１ 制度史 
工場法 〇工場法（明治 44年 3月 29

日法律第 46 号）には、安全
（衛生）教育等の規制はな
い。 

労働基準法 〇労働基準法（昭和 22 年 4
月 7日法律第 49 号）は、制
定当初、第５章に「安全及び
衛生」を設け、第 50条に「使
用者は、労働者を雇い入れた
場合においては、その労働者
に対して、当該業務に関し必
要な安全及び衛生のための
教育を施さなければならな
い。」と規定していた。 
 これは、労働災害における
人的要因の排除を目的に、使
用者を名宛人として、労働安
全衛生教育の実施を義務づ
けた規定である。 
 
〇旧労働安全衛生規則（昭和
22 年 10 月 31 日労働省令第
9 号）は、第 5 条において、
「使用者は、安全管理者に對
し、安全に關する措置をなし
得る權限を與えなければな
らない。」と定めたうえ、安
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全管理者が行うべき業務を
定める第 6 条第 3 号に「安
全作業に關する敎育及び訓
練」が列挙されていた。 
 安全教育の具体的内容は、
実際に当該事業場で使用さ
れる機械・設備の安全な使用
法等が中心となることから、
使用者の実施責任のもと、安
全管理者に安全教育および
訓練の権限を付与したもの
と思われる。 
 

労働基準法
研究会第 3
小委員会報
告書 

労働基準法研究会内の第 3
小委員会が、昭和 46 年 7月
13 日に労働省に提出した報
告書には、今後の労働安全衛
生対策の具体的方向性とし
て、「（２）安全衛生教育の
充実強化」が挙げられてお
り、その具体的内容として、
次の 3 点が列挙されていた。 
 
イ 新技術導入時、職種転換
時などにおける教育の実施 
ロ 教育内容の明確化 
ハ 職長教育などの明確化 
 

  
労働者を雇入れたときの事業者の安全衛

生教育義務については、旧労働基準法第 50
条に定めがあったが、雇い入れ時以外の場
合については規定がなく ２４、安全衛生規則
にも事業者が行うべき具体的な教育内容に
ついて詳細は定められていなかった。 
わが国の安全衛生規制は、明治以後、労

働者一般を対象に体系化されたものにはな
っておらず、工場法制定後も、鉱業法や商
店法など職域別に成立した制定法の中に保
護規定がばらばらに存在している状況であ
った ２５。 
戦後になって、各法の労働者保護規定が

労働基準法の中に取り込まれたが、第 5 章
「安全及び衛生」に整理・統合された後も、
安全衛生教育について定めた第 50 条は、上
記のとおり簡素な規定にとどまっていた。
これは、労働者の心身の安全を確保するた
めの労働災害防止措置は、業界・業種で異
なり、教育内容も個別性の高いものになら
ざるを得ないためと考えられる。そのため、
労働者一般については、雇い入れ時の安全
衛生教育が必要であるとの包括的な規定の
みが置かれ、それを受けての詳細な規則は
定められなかったのではないかとも推測さ
れる。事実、たとえば、鉱山保安法第 6 条
（現・第 10 条第 2項）に基づく保安教育に
は、石炭鉱山保安規則等において、教育内
容および教育にあてるべき時間等が詳細に
定められている（規則第 30 条）。 
これに対して、旧労基法第 50 条の規定は、

すでに述べたように、雇い入れ時教育を事
業者に義務づけるのみであったから、安全
衛生教育の規定として不十分さが残ってい
た。 
そこで、安衛法制定にあたって、安全衛

生教育を行うべき場面として、雇入れ時と
実質的に状況が異ならない程度に作業内容
が変更される場合にも安全衛生教育（安衛
法第 59 条第 2項）を行うこととし、また危
険有害業務の新規従事者に対する特別教育
（同第 3 項）を追加し、さらに安衛則に教
育内容や教育時間等に関する詳細な規定を
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設けることで、その強化が図られたのであ
る。 
安全衛生教育が法体系化されることにな

った背景には、昭和 45年当時、高度経済成
長期を背景に日本各地で頻発していた労働
災害がある。厚生労働省の調べによると、
昭和 35 年～45 年の期間における労働災害
の死亡者数は、毎年 6000 人を超える高い水
準で推移していた ２６。 
とりわけ、1963（昭和 38）年 11 月 9 日

に起きた国鉄東海道線の鶴見駅での衝突事
故では 161 名の死亡者を出し、同日、福岡
県の三井三池炭鉱では、炭じん爆発事故に
より 458 名の死者を出しており、これら 2
つの大規模災害が、安衛法制定の決定的な
役割を果たしたとされる（詳細は同報告書
〇〇参照）。 
まず、1969（昭和 44）年 9 月 30 日に労

働基準法研究会が発足し、さらに、1970（昭
和 45）年 7 月 3日に同研究会内に安全衛生
小委員会（第 3 小委員会）が発足した。 
第 3 小委員会が 1971（昭和 46）年 7 月

13 日に労働省に提出した報告書には、今後
の労働安全衛生対策の具体的方向性として、
「（２）安全衛生教育の充実強化」が挙げ
られており、その具体的内容として、次の
3 点が列挙されていた。 
イ 新技術導入時、職種転換時などにお

ける教育の実施 
ロ 教育内容の明確化 
ハ 職長教育などの明確化 

 安衛法第 59 条、60 条は、上記の報告書
の内容を反映したものである。 
以上のとおり、旧労基法時代から法定さ

れていた雇入れ時教育に加えて、作業内容
変更時の安全衛生教育の実施が義務づけら

れたことにより、全業種・全規模の事業場
で就労する全ての労働者が、必要な安全衛
生教育を受けられるための法的基盤が整え
られたといえる。 
その後、平成 11 年の改正安衛法では、第

59 条第 3項に基づく特別教育の対象に、核
燃料物質の加工施設、使用済燃料の再処理
施設若しくは一定規模以上の核燃料物質の
使用施設等（以下「加工施設等」という）
又は原子炉施設の管理区域内における、核
燃料物質若しくは使用済燃料又はこれらに
よって汚染された物を取り扱う業務が追加
された（第 36 条第 28 号の 2、同条第 28号
の 3関係）。 

 
１．４．２ 背景となった災害等 
 安全衛生教育の重要性は言うまでもなく、
先に述べたように、雇い入れ時の安全衛生
教育義務は、早い段階から法令上の義務と
して事業者に課せられていた。しかし、実
際の労働現場では、人員不足や予算の都合
により十分な教育が行われず、かつ安全性
が確保されないまま就労させる等の取扱い
が常態化したことにより、重大な労働災害
が発生していた。とりわけ、旧労基法時代
は、事業者が労働者に対して実施すべき安
全教育の具体的内容に関する規定が不十分
であったため、何をもって安全教育を実施
したといえるかが裁判で争われることとな
った。材木運搬に伴う事故で被災した年少
労働者に対する安全教育の義務履行が問題
となった事案では、当該年少者に対して災
害予防上必要な具体的指示を与えていなか
ったことを認定しながら、「事業の大小、
労働者側の事情、業務の種類等の諸般の事
情に応じて、その教育方法と共に適当に決
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められるものと解するのが相当」（良工社
女子年少者就業制限等違反被告事件・名古
屋地判昭 26・9・19）であるとし、作業人
員が 4 名の小規模事業場であること、30 瓩
（kg）以上の材木を運搬させないような雰
囲気が一応醸成されていたこと等を考慮し、
安全教育の内容として一応相当であると判
断されている ２７。 
また、高炉建設事件 ２８では、下請労働者

に対して十分な教育をせず、かつ命綱を使
用させずに就労させた結果、1 年 2 カ月の
間に死亡者数 35 人、失明等の重傷を含む休
業災害 515 件という甚大な労働災害を引き
起こしたとされる ２９。 
安全教育義務の懈怠は時として労働者以

外の第三者にも被害が及ぼしうる。昭和 48
（1973）年 11 月に起きた熊本市のデパー
ト火災では、従業員に対する緊急時の避難、
誘導などの安全教育を実施していなかった
こと、そして、避難時の安全保持のための
階段通路の幅においても義務の懈怠があり、
従業員 50 名、客 54名の計 104 名が死亡し
ている ３０。上記 2 つの事案は、いずれも高
度経済成長期の生産性優位の企業体制が労
働災害発生に影響を及ぼしていたと解され、
労働災害による死亡者数が高止まりしてい
た時期と重なる。 
なお、平成 11 年改正の背景となった災害

は、同年 9月 30日に発生した茨城県東海村
の核燃料加工施設の臨界事故である。同事
故は、労働者が臨界に関する知識を有して
いなかったこと、適切な作業方法により作
業を行わなかったことが発生原因と指摘さ
れたことから、同種災害の再発防止を図る
ため、労働者の知識の不足又は不適切な方
法により労働者が相当程度の放射線に被ば

くするおそれのある原子力施設における核
燃料物質等の取扱い業務について規定の整
備が図られたものである ３１。 
 
１．５ 運用 
１．５．１ 適用の実際 
（未了） 
 
１．５．２ 関係判例 
（未了） 
 
１．６ その他 
１．１ 民事上の効果 
安衛法第 59 条第 1項および第 2 項は、罰

則付きで事業者に義務づけられたものであ
る。労働者は、雇入れられたとき又は作業
内容がこれと同視しうる程度に変更された
ときは、事業者から安全衛生教育を受ける
ことが労働条件（労働契約内容）として法
定されており、直接的な私法効果を有する
と考えられる。事業者が、雇入れ時教育お
よび作業内容変更時に必要な教育を十分に
行わなかった場合、労働者は使用者に対し
て教育義務の履行を請求することができる
と考えられる。 
行われた安全衛生教育が内容・時間数と

もに適切だったことの立証責任は労働者が
負うと考えられるが、不十分な安全衛生教
育に起因して損害が発生した場合は、労働
者は事業者に対し損害賠償を請求しうる。 
 
１．７ 改正提案 
 
２ 第 60 条 
２．１ 条文 
第六十条 事業者は、その事業場の業種が
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政令で定めるものに該当するときは、新た
に職務につくこととなつた職長その他の作
業中の労働者を直接指導又は監督する者
（作業主任者を除く。）に対し、次の事項
について、厚生労働省令で定めるところに
より、安全又は衛生のための教育を行なわ
なければならない。 
一 作業方法の決定及び労働者の配置に関
すること。 
二 労働者に対する指導又は監督の方法に
関すること。 
三 前二号に掲げるもののほか、労働災害
を防止するため必要な事項で、厚生労働省
令で定めるもの 
 
 
２．２ 趣旨と内容 
２．２．１ 第 60 条 
２・２・１・１ 趣旨 
 労働災害を防止するためには、労働者
個々人が当該業務に関連する知識や作業環
境の安全性を把握するだけでなく、これら
の者を指導・監督する立場にある者が「適
切な監督の仕方」を熟知している必要があ
る。その意味で、職長等への教育は、労働
者の安全・衛生を確保する「扇の要 ３２」と
位置づけることができる。そこで、安衛法
第 60 条は、新たに職務につくこととなった
職長その他の作業中の労働者を直接指導又
は監督する者（作業主任者を除く）に対し
て、指導・監督のための教育を実施すべき
ことを定めている。 
 
２．２．１．２ 内容 
職長教育を実施しなければならない対象

業種は、建設業（ただし、食料品・たばこ

製造業（うま味調味料製造業及び動植物油
脂製造業を除く）、繊維工業（紡績業及び
染色整理業を除く）、衣服その他の繊維製
品製造業、紙加工品製造業（セロフアン製
造業を除く）、新聞業、出版業、製本業及
び印刷物加工業を除く）、製造業、電気業、
ガス業、自動車整備業、機械修理業である
（安衛令第 19 条）。 
事業者は、新たに職長としての職務に就

くことになった者や、労働者を直接指導ま
たは監督する者に対して、①作業方法の決
定及び労働者の配置に関すること、②労働
者に対する指導または監督の方法に関する
こと、③その他、労働災害を防止するため
に必要な事項（リスクアセスメント、異常
時等における措置に関すること、現場監督
者として行うべき労働災害防止活動に関す
ること）について、教育を行わなければな
らない（安衛則第 40 条）。 
職長教育にあてるべき時間数は法定され

ている。事業者は、作業方法の決定及び労
働者の配置に関すること（第 1 号）は 2 時
間以上、労働者に対する指導又は監督の方
法に関すること（第 2 号）は 2.5 時間以上
の教育時間を確保しなければならない（同
条第 2 項）。もっとも、これらの全部また
は一部について、十分な知識及び技能を有
していると認められる者については、その
事項に関する教育を省略してもよいとされ
ている（安衛則第 40 条第 3項）。 
職長教育の一部を省略することができる

研修には、労働安全衛生マネジメント研修
３３およびリスクアセスメント担当者（製造
業等）研修 ３４が挙げられる ３５。 
また、職長教育も業務の一部であり、事

業者の実施責任のもとで実施されるもので
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あるため、職長教育に要する時間は所定労
働時間内に行われるのが原則である。法定
労働時間外に実施する場合は労基法第 37
条にもとづく割増賃金の支払い義務が生じ
る ３６。そして、職長教育を企業外で行う場
合は、講習会費、講習旅費等は、事業者が
負担する ３７。職長教育については、雇入れ
時・作業内容変更時の安全衛生教育および
特別教育とは異なり、罰則は付されていな
い。 
「職長その他の作業中の労働者を直接指

導又は監督する者」について法律上の定義
はないが、いわゆる現場監督者や、班長、
組長等が該当する場合が多いと理解されて
いる ３８。なお、作業主任者が本条から除か
れているのは、作業主任者が、安衛法第 14
条に定める資格要件（免許または技能講習
の修了）を満たす者に認められているため
である。 
 
２．３ 関連規定 
（未了） 
 
２．４ 沿革 
２．４．１ 制度史 
工場法 〇工場法（明治 44年 3月 29

日法律第 46 号）に、職長教
育等の規制はない。 

労働基準法 〇労働基準法（昭和 22 年 4
月 7日法律第 49 号）および
旧労働安全衛生規則（昭和
22 年 10 月 31 日労働省令第
9 号）に、職長教育等の規制
はない。 

労働基準法
研究会第 3

労働基準法研究会内の第 3
小委員会が、昭和 46 年 7月

小委員会報
告書 

13 日に労働省に提出した報
告書には、今後の労働安全衛
生対策の具体的方向性とし
て、「（２）安全衛生教育の
充実強化」が挙げられてお
り、その具体的内容として、
次の 3 点が列挙されていた。 
 
イ 新技術導入時、職種転換
時などにおける教育の実施 
ロ 教育内容の明確化 
ハ 職長教育などの明確化 

 
同規定は、工場法および旧労基法の時代

にはなく、安衛法の成立の際に新たに導入
されたものである。職長教育について初め
て国会で言及されたのは、職業安定法の一
部を改正する法律案について審議された、
昭和 24 年 4 月 27 日の第 5 回国会衆議院 
労働委員会第 10 号においてである。齋藤邦
吉（職業安定局長）は、次のように発言し
ている。 
 
「この職場補導は日本には今まであまりな
かつたものでございまして、これは一種の
職長教育であるのでございます、すなわち
工場事業者の職長が、ふだん労働者を使い
まするときの労働者の使い方、あるいは作
業の仕方、そういうものについて職長を教
育する。その職長の教え方を教育しようと
いうのでございます。すなわち政府はこの
補導員を養成いたしまして、その補導員が
工場事業場の職長を集めまして、その職長
が労働者を教えるときのいろいろな注意、
これを教えるわけでございます。すなわち
職長が労働者を使いまするときに、やはり
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労働者をどういうふうに使つた方が一番能
率を上げ得るだろうか、あるいは教える仕
方にいたしましても、たとえば右から教え
るよりも、左の方から教えた方がいいのじ
やないかというような、いろいろな教え方
があるのであります。そういう職長が労働
者を使つて、その労働力を十分有効に発揮
させる。そのために指導をひとつやろう、
そういうわけでございますが、これはイギ
リス、あるいはアメリカ等におきましても
トレーニング・イン・インダストリーとい
われまして、非常に成績を收めておるもの
でありますので、日本におきましても、労
働力を最も有効に発揮させるための一つの
職長の教育、これをやろうというのが、こ
の三十條の規定でありまして、これは普通
の補導所のいわゆる補導というものとは違
うわけでございます。」 
 
これ以降、職長教育について言及される

のは、昭和 46 年以降になってである。この
段階では、職長教育を法定の制度として労
働安全衛生法に盛り込む目的を労働災害防
止と明確に位置付けている。これは、昭和
30 年代以降、技術革新が進み、新たな製造
方法や工法、化学物質が使用されるように
なり、従来では想定されなかった大規模災
害や職業病が問題視されるようになったた
めである。労働災害防止対策として、労働
基準法研究会第 3 小委員会が昭和 46 年 7
月 13 日に労働省に提出した報告書には「安
全衛生教育の充実強化」の具体化の 1 つと
して職長教育が挙げられており、これが本
条に規定された。 
 
２．４．２ 背景となった災害等 

（未了） 
 
２．５ 運用 
２．５．１ 適用の実際 
（未了） 
 
２．５．２ 関係判例 
（未了） 
 
２．６ その他 
２．１ 民事上の効果 
（未了） 
 
２．７ 改正提案 
職長業務を実施すべき業種は、２．２．

１．２ 内容で記載したとおり、建設業や
製造業が中心である。しかし、実際の労働
現場では、安衛法第 60 条に基づく職長教育
を受ける者のほかにも、作業従事者を管理
監督する事務系・技術系の課長や部長など
の管理職が存在する。事業者は、これらの
者に対して、同条所定の教育を実施すべき
義務はないが、雇入れ時に安全衛生教育を
受けたきり、その後は一度も安全衛生教育
を受けないまま管理職になる者もいること
が指摘されている ３９。事務系の管理職に就
く者も、求められる職責に照らせば、安衛
則第40条第2項に定める教育事項を熟知し
ておくべきといえる。業種が限定された経
緯の詳細等については、今後の課題である
が、職長教育を実施すべき範囲については、
検討の余地があると考えられる。 
 
３ 第 60 条の 2 
３．１ 条文 
第六十条の二 事業者は、前二条に定める

－ 660 －



分担研究報告書（阿部 理香） 

 

もののほか、その事業場における安全衛生
の水準の向上を図るため、危険又は有害な
業務に現に就いている者に対し、その従事
する業務に関する安全又は衛生のための教
育を行うように努めなければならない。 
２ 厚生労働大臣は、前項の教育の適切か
つ有効な実施を図るため必要な指針を公表
するものとする。 
３ 厚生労働大臣は、前項の指針に従い、
事業者又はその団体に対し、必要な指導等
を行うことができる。 
 
３．２ 趣旨と内容 
３．２．１ 第 60 条の 2 
３．２．１．１ 趣旨 
 第 60 条の 2 は、第 59 条および第 60 条
にもとづく安全衛生教育に加えて、現に危
険有害な業務に就いている労働者に対して、
その従事する業務に関して、安全衛生水準
のさらなる向上を図るための安全衛生教育
を行うように努めることを求めている。こ
れは、技術革新の進展に伴う新規の機械等
の導入や作業態様の変化等に対応して、危
険又は有害な業務に現に就いている者が、
特別教育に限らず、新たな知識、技能を取
得することができるようにすることを意図
したものである ４０。 
 
３．２．１．２ 内容 
 危険有害業務に関する安全衛生教育につ
いては、その適切かつ有効な実施を図るた
め、厚生労働大臣が必要な指針を公表する
（第 2 項）。また、厚生労働大臣は、当該
指針に従い、事業者又はその団体に対し、
必要な指導等を行うとされる（第 3 項）。
また、本条にいう危険有害業務とは、安衛

法第 59 条に定める特別教育の必要な業務
よりも広範に及ぶ。 
指針（危険又は有害な業務に現に就いて

いる者に対する安全衛生教育に関する指
針）によると、教育の種類には、教育対象
者が当該業務に従事することになった後、
一定期間ごとに実施する「定期教育」と、
取り扱う機械設備等が新たなものに変わる
場合等に実施する「随時教育」が予定され
ている。随時教育は、運転操作方法のほか
点検整備等の実技に関する事項を加えたも
のである。 
 また、教育を受けるべき対象者は、①就
業制限に係る業務に従事する者、②特別教
育を必要とする業務に従事する者、③①又
は②に準ずる危険有害な業務に従事する者
とされている。また、教育内容は、労働災
害の動向や技術革新の進展等に対応した事
項、時間は原則として 1 日程度と示されて
いるが、具体的には別表で示された安全衛
生教育カリキュラムによって実施されるこ
とが示されている。事業者は、事業場の実
態を踏まえたうえで、本条および指針に基
づいた安全衛生教育を原則として就業時間
内に実施するよう努めなければならない。 
 
３．３ 関連規定 
（未了） 
 
３．４ 沿革 
３．４．１ 制度史 
改正労働安全
衛生法 

〇改正労働安全衛生法（昭
和 63 年 5 月 17 日法律第
37 号）は、第 60条の 2を
新設し、技術革新の進展に
伴う作業態様に対応すべ
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く、事業者に対し、現に危
険有害業務に従事する労
働者に対する安全衛生教
育を行うよう努力義務を
定める。 

 
 
３．４．２ 背景となった災害等 
（未了） 
 
３．５ 運用 
３．５．１ 適用の実際 
 
 
３．５．２ 関係判例 
（未了） 
 
３．６ その他 
３．１ 民事上の効果 
（未了） 
 
３．７ 改正提案 
（未了） 
 
４ 第 61 条 
４．１ 条文 
（就業制限） 
第六十一条 事業者は、クレーンの運転そ
の他の業務で、政令で定めるものについて
は、都道府県労働局長の当該業務に係る免
許を受けた者又は都道府県労働局長の登録
を受けた者が行う当該業務に係る技能講習
を修了した者その他厚生労働省令で定める
資格を有する者でなければ、当該業務に就
かせてはならない。 
２ 前項の規定により当該業務につくこと

ができる者以外の者は、当該業務を行なつ
てはならない。 
３ 第一項の規定により当該業務につくこ
とができる者は、当該業務に従事するとき
は、これに係る免許証その他その資格を証
する書面を携帯していなければならない。 
４ 職業能力開発促進法（昭和四十四年法
律第六十四号）第二十四条第一項（同法第
二十七条の二第二項において準用する場合
を含む。）の認定に係る職業訓練を受ける
労働者について必要がある場合において
は、その必要の限度で、前三項の規定につ
いて、厚生労働省令で別段の定めをするこ
とができる。 
 
４．２ 趣旨と内容 
４．２．１ 第 61 条 
４．２．１．１趣旨 
労働者が従事する業務の中には重大な事

故を引き起こす危険性の高いものがある。
そこで、本条では、一定の危険有害業務に
ついて、当該業務に従事できるためには、
免許等の資格を要することを求め、就業を
制限する旨を定めている。 
 
４．２．１．２ 内容 
  
４．２．１．２．１ 対象業務 
本条所定の就業制限の対象となる危険有

害業務には、クレーンやフォークリフトの
運転業務、ボイラーを取り扱う業務など、
以下 16 の業務がある（安衛令第 20 条）。 
事業者は、都道府県労働局長の免許を受

けた者あるいは技能講習を修了した者など
の資格を有する者に対してのみ、当該業務
に従事させることができる（安衛則第 41条
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別表第三）。なお、これらの資格を有する
者は、当該業務に従事する際は、免許証そ
の他その資格を証する書面を携帯していな
ければならない（安衛法第 61 条第 3 項）。 
 
①発破の場合におけるせん孔、装てん、結
線、点火並びに不発の装薬又は残薬の点検
及び処理の業務 
 

②制限荷重が五トン以上の 揚
よう
貨
か
装置
そ う ち

（船

舶に取り付けられたデリックやクレーンの
設備）の運転の業務 
 

 
 
shi-tsu-gyo.com 
https://shi-tsu-gyo.com/youkasouchi/ 
 
③ボイラー（小型ボイラーを除く。）の取
扱いの業務 
 

 

 
④前号のボイラー又は第一種圧力容器（小
型圧力容器を除く。）の溶接（自動溶接機
による溶接、管（ボイラーにあつては、主

蒸気管及び給水管を除く。）の 周
しゅう

継手
つ ぎ て

（ボ

イラーの主要部分の胴またはドラムは、通
常、円筒形になっており、円筒状に巻かれ
た鋼板の両端を鏡板でふさいだ接続部分
（＝継手）の周方向を溶接したもの）の溶
接及び圧縮応力以外の応力を生じない部分
の溶接を除く。）の業務 
 

 
 
WEB 無料資格講座 二級ボイラー資格講座 
http://boiler.shichihuku.com/kakubu.html 
 
⑤ボイラー（小型ボイラー及び次に掲げる
ボイラーを除く。）又は第六条第十七号の
第一種圧力容器の整備の業務 
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イ）胴の内径が七百五十ミリメートル以下
で、かつ、その長さが千三百ミリメートル
以下の蒸気ボイラー 
 
ロ）伝熱面積が三平方メートル以下の蒸気
ボイラー 
 
ハ）伝熱面積が十四平方メートル以下の温
水ボイラー 
 
ニ）伝熱面積が三十平方メートル以下の貫
流ボイラー（気水分離器を有するものにあ
つては、当該気水分離器の内径が四百ミリ
メートル以下で、かつ、その内容積が〇・
四立方メートル以下のものに限る。） 
 
⑥つり上げ荷重が五トン以上のクレーン（

跨
こ
線
せん
テルハを除く。）の運転の業務 

 

 
跨線テルハ 
岡山市 国富 973 赤木幸茂氏 HP 
http://www.lok.jp/prototyp/mahoroba/61_
9_9_d.htm 
 
⑦つり上げ荷重が一トン以上の移動式クレ
ーンの運転（道路交通法（昭和三十五年法

律第百五号）第二条第一項第一号に規定す
る道路（以下この条において「道路」とい
う。）上を走行させる運転を除く。）の業
務 
 
⑧つり上げ荷重が五トン以上のデリックの
運転の業務 
 
⑨潜水器を用い、かつ、空気圧縮機若しく
は手押しポンプによる送気又はボンベから
の給気を受けて、水中において行う業務 
 
 
⑩可燃性ガス及び酸素を用いて行なう金属
の溶接、溶断又は加熱の業務 
 
 
 
⑪最大荷重（フオークリフトの構造及び材
料に応じて基準荷重中心に負荷させること
ができる最大の荷重をいう。）が一トン以
上のフォークリフトの運転（道路上を走行
させる運転を除く。）の業務 
 
⑫機体重量が三トン以上の別表第七第一号、
第二号、第三号又は第六号に掲げる建設機
械で、動力を用い、かつ、不特定の場所に
自走することができるものの運転（道路上
を走行させる運転を除く。）の業務 
 
⑬最大荷重（ショベルローダー又はフォー
クローダーの構造及び材料に応じて負荷さ
せることができる最大の荷重をいう。）が
一トン以上のショベルローダー又はフォー
クローダーの運転（道路上を走行させる運
転を除く。）の業務 
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⑭最大積載量が一トン以上の不整地運搬車
の運転（道路上を走行させる運転を除く。）
の業務 
 
⑮作業床の高さが十メートル以上の高所作
業車の運転（道路上を走行させる運転を除
く。）の業務 

 
株式会社カネコ・コーポレーション HP 
https://www.kaneko.ne.jp/product/%E9%
AB%98%E6%89%80%E4%BD%9C%E6%
A5%AD%E8%BB%8A/ 
 

⑯制限荷重が１トン以上の 揚貨
よ う か

装置又は

つり上げ荷重が１トン以上のクレーン、移
動式クレーン若しくはデリック（貨物を吊
り上げることを目的とするクレーン）の玉
掛け（デリックやクレーンのフックに貨物
等を掛けること）の業務 
 

 
デリック 
デリックの定義と種類 (crane-club.com) 

http://www.crane-club.com/study/derrick/
definition.html 
 
 
４．２．１．２．２ 罰則 
事業者は、本条第 1 項に違反して政令で

定める業務に所定の資格を有しない者を本
条で禁止される業務に就かせた場合、6 カ
月以下の懲役または 50 万円以下の罰金に
処せられる（安衛法第 119 条第 1 号）。ま
た、所定の資格を有さない者が、同第 2 項
に違反して政令で定める禁止業務を行った
場合は、当該業務を行った者が 50 万円以下
の罰金に処せられることとなる（安衛法第
120 条第 1 号）。さらに、事業者は、同第 4
項の厚生労働省令に違反した場合、6 カ月
以下の懲役または 50 万円以下の罰金に処
せられる（安衛法第 119 条第 4 号）。 
 
４．２．１．２．３ 特別教育と就業制限 
安衛法第59条第3項が定める特別教育は、

その名宛人が事業者になっており、第 59条
第 3 項に違反する事業者は、6 カ月以下の
懲役または 50 万円以下の罰金に処せられ
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る（安衛法第 119 条第 1 号）。特別教育の
実施は事業者の義務であるから、これを受
けずに当該業務に就いた労働者が罰せられ
ることはない。 
これに対して、法第 61条第 1項は、事業

者が、資格を有さない者に対して、安衛令
第 20 条に定める 16 業務に就かせることを
禁じている。「資格を有する者でなければ」
とは、事業主、法人の役員等であっても当
該業務を行うためには資格を要することを
意味する。 
また、同条第 2 項は「前項の規定により

当該業務につくことができる者以外の者は、
当該業務を行なつてはならない」と定めて
おり、制限業務に労働者を就労させた事業
者のみならず、制限業務に従事した当人も
処罰の対象となることを定めている。すな
わち、本条の適用対象となる者の範囲は、
法第59条第3項より広範なものとなってい
る。これは、安衛則 36 条で定める特別教育
を要する業務よりも、安衛令第 20 条に定め
る就業制限にかかる業務の危険・有害性が
より高いことを示している（00206 監督官）。 
実際の適用事例としては、法令で定める

資格を有しないにも関わらず、最大荷重 1
トン以上のフォークリフトを運転した事業
者Aの代表取締役Bが労働基準監督署から
指導を受けた例がある（00206監督官）。 
 
４．３ 関連規定 
法第 59 条第 3項 

 
 
 
 
 

４．４ 沿革 
４．４．１ 制度史 
 
労働基準法 〇労働基準法（昭和 22 年 4

月 7日法律第 49 号）は、制
定当初、第５章に「安全及び
衛生」を設け、第 49条に「使
用者は、経験のない労働者
に、運轉中の機械又は動力傳
導裝置の危險な部分の掃除、
注油、險査又は修繕をさせ、
運轉中の機械又は動力傳導
裝置に調帯又は調索の取付
又は取外をさせ、動力による
起重機の運轉をさせその他
危險な業務に就かせてはな
らない。 
 使用者は、必要な技能を有
しない者を特に危險な業務
に就かせてはならない。 
 前二項の業務の範囲、経驗
及び技能は、命令で定める。」
と規定する。 
 
〇旧労働安全衛生規則（昭和
22 年 10 月 31 日労働省令第
9 号）は、第 44 条において
「使用者は、第四十九条第二
項の規定により、都道府縣勞
働基準局長の行う技能試驗
に合格し免許を受けた者で
なければ、左の各號の一に該
當する業務に就かせてはな
らない。 
一 汽缶のふん火その他取
扱の業務 
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二 溶接による汽缶の製造
若しくは改造又は修繕の業
務 
三 巻上能力五トン以上の
起重機運轉の業務 
四 アセチレン溶接裝置の
作業主任の業務 
五 映寫機による上映操作
の業務 
前項の規定による免許を受
けたものでなければ、當該業
務についてはならない。 
 第一項の試驗及び免許に
關する規定は、第四編各章に
定めるところによる。」 
 

労働安全衛
生法 

○労働安全衛生規則（昭和
47 年労働省令第 32 号）は、
第 42 条に、 
 
 

 
 危険有害業務に対する就業制限は、かつ
ては、女性や年少者、 
 
 
４．４．２ 背景となった災害等 
（未了） 
 
４．５ 運用 
４．５．１ 適用の実際 
４．５．１．１ 指導・送検事例 
危険・有害業務については、安全衛生教

育（法 59条 1項および 2 項）、特別教育（法
第 59条 3項）または本条の就業制限が、危
険・有害の程度に応じて段階的に分類され

る。 
 例えば、フォークリフトの運転業務の場
合、最大荷重 1t 未満であれば特別教育を修
了することで行うことができるが、最大荷
重（基準荷重中心に負荷させることのでき
る最大の荷重）1t 以上のフォークリフトの
運転（道路上を走行させる運転を除く。）の
業務は、フォークリフト運転技能講習修了

者または職業能力開発法に定める 揚
よう
重
じゅう

運

搬機械運転系港湾荷科の訓練（通信の方法
によるものは除く。）を修了した者でフォー
クリフトについての訓練を受けた者等でな
ければ実施できない。 
実際の適用では、フォークリフト運転技

能講習を修了していない労働者に最大荷重
が 1t以上のフォークリフトの運転業務を行
わせていたことから、有資格者に当該業務
を行わせるよう指導されている。 
 本条違反で送検されるケースも、例えば、
無資格の労働者にフォークリフトの運転業
務や移動式クレーンの玉掛け業務などを行
わせるものが多い。 
 
４．５．１．２ 適用対象者 
資格を有さない者が就業制限にかかる業

務を行った場合、実務上は、無資格者を就
労させた事業者に対して法第61条第1項が
適用され、監督行政が指導・処分を行うケ
ースが圧倒的に多い。 
しかし、法第 61 条は、無資格者に就労さ

せた事業者のみならず、無資格のまま就労
した当人についても処分の対象としている
（同条 2項）。ここでは、当該事業者との雇
用関係または指揮命令関係、当人の労働法
上の地位等は問題とならず、事業の代表者
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や法人の役員、個人事業主（一人親方）等
も含まれる。実務上は、事業者の指揮監督
権が及ばない状況下、すなわち、労働者が
無資格のまま就労しており、当該事実を事
業者が関知していない場合などがある。 
この場合、無資格で就労している主体が

一人親方等である場合、法第 61 条第 2 項が
適用され、無資格で就労した本人が処分の
対象となる。 

 
４．５．１．３ 法第 61 条第 1 項の範囲 
 法第 61 条第 1 項は、｢事業者は、……(略)
……、当該業務に就かせてはならない。｣
と規定しており、事業者自身が無資格で制
限業務を行った場合に、当人に同規定が及
ぶかが必ずしも明らかではない。 
事実、監督官を対象に行ったアンケート

調査では、略式ではあるが、起訴例におい
ても、その根拠を第 1 項あるいは第 2 項に
拠るべきかで適用の判断が分かれていると
の回答がみられる。 
 仮に、事業者自身が制限業務に無資格の
まま就労した場合の解釈として、第 1 項は
及ばないとする場合、第 1 項違反に比べて
法定刑の軽い第 2 項を根拠に処分されるこ
とになる。他方、事業者が事業者自身を制
限業務に就かせた事業者としての責任とし
て第 1 項が及ぶとも解し得る。 
 しかし、第 1 項は、無資格者を就労させ
ることによって、当該他人を危険にさらし
た使用者責任を事業者に課すものであると
解せば、雇用関係または指揮命令関係等に
照らして、危険な業務命令に従わざるを得
ない労働者と違い、事業者本人が無資格の
まま就労した場合に、第 1 項に比べて法定
刑の軽い第 2 項が適用されることは妥当で

あると考える。 
 
４．５．２ 関係判例 
（１）旧労基法第 49 条第 2 項にもとづく就
労制限の対象となるのは、無資格者を有資
格者の補助者として就労制限された業務に
就かせる場合にも及びうることを示した例
（岡部組事件人吉簡判昭和 45 年 2 月 20 日
判時第 602 号 105 頁、注解 4101 頁） 
 
＜事実の概要＞ 
 被告人 Y1は、土木建築工事を営む有限会
社岡部組の代表取締役であり、熊本県知事
から火薬類消費の許可を受け、建設省から
請負った球磨郡五木村上荒地の五木ダムサ
イド試掘横坑工事（以下、「本件ダム工事」
という。）において火薬類を消費し、かつ労
働者を使用していた。 

Y1 は、昭和 44 年 2 月 1 日頃から同年 5
月 6 日までの間、本件ダム工事の現場にお
いて、火薬類を消費する場所に火薬類取扱
所を設けていなかった。また、導火線発破
の業務は、本件ダム工事の現場代理人であ
る Y2 が行ったが、Y2 は導火線発破の業務
に就く資格を有していなかった。 

 
＜判旨＞ 
弁護人は、「Y2は有資格者である Hの補

助者として判示業務に従事したのであり、
Y1 も Y2 にその旨命じたに過ぎないから、
Y1の行為は労働基準法四九条二項、一一九
条一号、労働安全衛生規則四四条の二の二
の一項には該当しないと主張するけれども、
右法令は労働者の安全を保障するため使用
者が必要な技能を有しない者を特に危険な
業務に就かせることを禁止しているのであ
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り、他方その唯一の例外として同法七〇条、
七一条は必要な技能を有しない者であつて
も技能養成の場合にはその必要の限度で危
険業務の就業制限に関する規定について命
令で別段の定をすることができる旨規定し
ているのであるから、右例外事由に該当し
ない本件においては、労働者を独立して右
業務に就かせると、或いは有資格者の指揮
命令に従い手足のように使用される補助者
として右業務に就かせるとにかかわりなく、
必要な技能を有しない労働者を特に危険な
業務に就かせることによつて労働基準法一
一九条一号（四九条二項）は充足されるも
のといわなければならないばかりでな
く、・・・Y2は独立して判示業務に従事し、
かつ Y1 はこれを認容したものであること
が認められる」。 
 
＜判決から汲み取り得る示唆＞ 
 労基法や安衛法において、一部の業務に
就業制限が課されている趣旨は、災害が生
じたときに労働者が被り得る危険が大きい
と考えられるものについて、特に労働者の
安全を保障することにある。 
旧労基法でも例外的に無資格者に対して

「長期の敎習を必要とする技能者を労働の
過程において養成するために必要がある場
合」は、当該業務に就くことが認められて
いたが（旧労基法第 70 条、第 71条）、その
ためには、予め、対象となる人数、教習方
法、契約期間、労働時間、賃金の基準およ
び支払い等を定めたうえで「行政官廳の認
可を受けなければならない」（旧労基法第
71 条）とされていた。 
そのため、有資格者以外の従事が禁止さ

れる業務には、「有資格者の指揮命令に従い

手足のように使用される補助者」としてで
あっても、従事させてはならないことが示
唆される。 
 
４．６ その他 
４．１ 民事上の効果 
（未了） 
 
４．７ 改正提案 
（未了） 
 
５ 第 62 条 
５．１ 条文 
（中高年齢者等についての配慮） 
第六十二条 事業者は、中高年齢者その他
労働災害の防止上その就業に当たつて特に
配慮を必要とする者については、これらの
者の心身の条件に応じて適正な配置を行な
うように努めなければならない。 
 
 
５．２ 趣旨と内容 
５．２．１ 第 62 条 
５．２．１．１ 趣旨 
第 62 条は、事業者が中高年齢者その他労

働災害の防止のために、とくに就業上の配
慮が必要な者について、心身の条件に応じ
た適正配置をするよう努めるべきことを定
める。 
※「内容」より移動 
本条の「その他労働災害の防止上その就

業に当たって特に配慮を必要とする者」に
含まれる者としては、通達では高年齢者の
ほかに身体障害者および出稼労働者が例示
されている ４１。 
身体障害者が含まれているのは、当時の
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雇用情勢において就職が困難な年齢階層と
してその雇用促進を目的に、昭和 46 年 9月
17日に成立した中高年齢者等の雇用の促進
に関する特別措置法と身障者雇用促進法の
両方が深い関係にあることがある ４２。同法
の適用対象となる「中高年齢失業者等」に
は、身体障害者を含むことが通達で示され
ている（昭和 46 年 9 月 17 日・職発第 328
号）。 

 
なお、本条に法的拘束力はなく、罰則も

付されていない。 
 

 
５．２．１．２ 内容 
５．２．１．２．１ 中高年齢者 
※「趣旨」より移動 
年齢が高くなると、個体差はあるが身体

的機能等が低下し、それにより労働災害発
生のリスクは高まるのが一般である。事実、
労働災害による休業 4 日以上の死傷者数の
うち、60 歳以上の労働者が占める割合は、
2019 年は 27％であり、若年層に比べて高
年齢層で労働災害発生率が高まっている
４３。 
しかし、他方で、中高年齢の労働者には、

若年労働者にはない、長年の経験・研鑽で
培われた技能や精神的な安定がある。した
がって、年齢を理由に危険を伴う業務から
画一的に中高年齢者を排除するのは労使双
方にとって適当でなく、各労働者の心身の
機能・状態に応じた適正配置をし、必要が
あれは就業上の配慮をすることが求められ
る。心身の条件に応じた適正配置の具体例
としては、例えば、ハンマーやシャベル作
業等の重激な筋労働、脚力や反応の敏捷さ

が求められる高所作業等は、作業の性格と
従事させようとする労働者の心身の条件が
作業の安全な遂行上、問題がないかを個別
具体的に考慮することになる ４４。 
 
５．３ 関連規定 
５．３．１ 法条 
５．３．１．１ 第 59 条 
 第 62 条は、労働災害を防止するうえで、
とくに就業上の措置が必要な者について適
正配置に努めることを使用者に求めている。
その措置の具体的内容は、労働者の心身の
条件に応じて個別に対応されるべきもので
あるが、そこには安全衛生教育も含まれる
のではないか（５．７．２参照）。 
 
 
５．４ 沿革 
５．４．１ 制度史 
本条は、旧労基法にはなく労働安全衛生

法制定時に規定されたものであり、労働力
人口の高齢化や人手不足を背景とする高年
齢者の雇用促進等の労働政策上の要請にも
合致する。 
 
５．４．２ 背景となった災害等 
 直接的な関係性は明らかではないが、昭
和 44（1969）年 4月 1 日に東京の荒川放水
路における第二新四ツ木橋の建設現場で橋
脚の基礎工事を行っていた作業員 8 名の死
亡事故がある。また、同年 11 月 25日には、
大阪の尻無川大水門工事の現場で、作業員
11 名が死亡する事故が起きている。同事故
は、中央ケーソンのロックシャフト連結部
の取り付けボルトが破損したことで、1.8m
のケーソン沈下を引き起こしたとされる。 
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 これらの事故で犠牲となった作業員の中
には出かせぎ労働者も一定数いたとされ、
第 63 回国会衆議院（昭和 45年 3月 31日）
では、出かせぎ労働者の就労環境、労働条
件の対策の不備が原因ではないかとの指摘
がなされている。 
 
５．５ 運用 
５．５．１ 適用の実際 
 
 
５．５．２ 関係判例 
 本条は、努力義務規定であり法的拘束力
はないが、知的障害を有する労働者の死亡
事故につき本条の適正配置義務違反が主張
されたＡサプライ（知的障害者死亡事故）
事件（東京地判平 15・12・10 労判 870 号
50 頁）がある。 
 
＜事実の概要＞ 
被告会社Y1は、介護用品等の販売や賃貸、

リネン・サプライ業の経営等を業とする株
式会社であり、Ａは、昭和 51 年 4 月、Y1

に就職し、本件事故当時は B 事業所に勤務
していた。B 事業所は、主としておむつ専
門のクリーニング工場であり、A は洗濯主
任であった。なお、本件事故当時、B 事業
所では、障害者 16 名（聴覚障害者 2 名、知
的障害者 14 名）が勤務していた。 

A は、先天的に知的障害を有していたが、
軽度であったため、障害者手帳は取得して
いなかった。Y1においても、A は自己が知
的障害者であることを前提とした申告（税
務上の申告等）をしておらず、Y1も Aを雇
用するにあたって、障害者を雇用したこと
による助成金の支給を受けていなかった。 

A は、指示されたことを忠実にこなすこ
とはできるものの、慣れていないことや予
期せぬトラブルが生じた場合に、具体的な
状況を踏まえて臨機に応じて判断を下すこ
とは困難であり、上司らも A の労働能力の
状況を理解していた。 

A は、平成 10 年 4 月、「精神遅滞」、「援
助がなければ労働能力はない」との医師の
診断を受け、障害基礎年金の支給を受ける
ようになったが、このことを Y1に報告して
いなかった。 

A は、B 事業所内に設置された業務用の
連続式大型自動洗濯・乾燥機（以下、「本件
機械」）の操作を担当していたが、平成 12
年 3 月 24 日午前 10 時 50 分頃、本件機械
のうち、シェーカー（洗濯物を回転させな
がらほぐす作業を行う直径1ｍ60cmの大型
回転機械）のエアーシューター（ほぐされ
た洗濯物を、風圧を利用して二階に設置さ
れた洗濯物受け［レシーバー］まで吸い上
げる機械）に接続された部分に洗濯物（お
むつ）が詰まり、シェーカーが回転を停止
してしまったため、傾斜コンベヤー両側に
設置された板囲いの切り込みから傾斜コン
ベヤーに上がり、それをつたって、シェー
カー内に侵入し、詰まった洗濯物を取り除
いたところ、シェーカーが自動的に回転を
再開してしまい、A は頭蓋内損傷等の傷害
を負い、死亡した。 
本件事故後、Y1は事業者として、Y2は Y1

の業務全般を統括する者（代表取締役）と
して、平成 12 年 3 月 24 日、B 事業所にお
いて、A をして、リネン類の洗濯作業を行
わせるに当たり、B 事業所は製造業に属し、
常時 50 名以上の労働者を使用する規模の
事業所であるから、労働省令で定める資格
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を有する安全管理者を選任し、その者に労
働者の危険を防止するための措置に関する
業務等を行わせなければならなかったのに、
その選任をしなかった労働安全衛生法違反
により、平成 13 年 8 月 2 日、Y1は罰金 30
万円、Y2は罰金 20 万円に処せられた。 
Ａの遺族である原告 X は、本件事故は、

Y2 らの安全配慮義務違反によるものである
として、Y1及びその代表取締役である Y2・
Y3 に対し、不法行為に基づく損害賠償を求
めて訴えを提起した。 
 
＜判旨＞ 
「Y1は、A との雇用契約に基づき、A に

対し、労務を提供する過程において発生す
る危険から A の生命及び身体を保護するよ
うに配慮すべき安全配慮義務を負う。」 
「Y2及び Y3は、Y1の労働者たる A に対

し、A が B 事業所・工場で作業に従事する
につき、その生命・身体に危害が及ぶこと
がないように、機械設備その他の物的設備
を整備し、管理者をして工場内を巡視させ
る等工場内の機械設備や労働者の行ってい
る作業方法等に危険がないかを確認し、危
険を見いだした場合にはこれを防止するた
めに直ちに必要な措置をとるなど安全管理
体制を整備し、また、担当する機械の取扱
方法、作業手順、機械の仕組み、洗濯物が
詰まるなどのトラブル時の対処方法、作業
上及び安全上の注意事項等について安全教
育を行い、緊急時に適切な指導・監督を受
けられるような人員配置や人的なサポート
態勢の整備等を図るべきであった。」 

A の上司らは「A が……慣れていないこ
とや予期せぬトラブルに臨機に応じて対処
することが能力的に困難であると認識して

いたのであるから、A を作業に従事させる
について、A がトラブル時に適切な指導、
監督を受けられる態勢を整える必要があっ
たというべきである。」しかし、B 工場では、
「機械操作に精通した者が本件作業現場に
常駐し得るように、作業分担や人員配置を
工夫することなく、C 副工場長が不在の間
は、漫然と、A にダイアパー部洗い部門の
現場を任せていた。実際、本件事故は、C
副工場長が相模原工場の片づけのために外
出している間に発生したのであって、A が
作業を行うについて、安全確保のための配
慮を欠いていたことが明らかである。」 
 A は、「知的障害を有していたとはいえ、
Y1 に入社した当初から洗濯作業に従事し、
長年にわたり洗濯主任の地位にあって、部
下に対する指示・監督も行うなど相当の能
力を有していたことに照らせば、たとえ、
対処方法を十分に理解していなかったとし
ても、詰まった洗濯物はシェーカー南側に
設置された点検扉から取り除くべきであっ
て、シェーカー内に入って取り除くべきも
のではないこと程度は十分に認識していた
ものと考えられる。したがって、A にも、
不用意にシェーカー内に進入した過失があ
る」。「A が慣れていないことや予期せぬト
ラブルが生じた場合に、これに臨機に応じ
て対処することが因難であったことなど一
郎の能力、A の上司らにおいてもこれを認
識していたこと 
、…Y らの安全配慮義務の懈怠の内容等を
考慮すれば、Y らの過失割合は八割、A の
過失割合は二割と認めるのが相当である」。 
 
＜判例から汲み取りうる示唆＞ 
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５．６ その他 
５．６．１ 民事上の効果 
本条は、事業者に労働者の心身の条件に

応じた適正配置を求めており、雇用継続支
援の性格を有するといえる。 
本条についてが、事業者が本条の趣旨に

適う適正配置を行わず、当該労働者に対し
解雇その他不利益取り扱いを行った場合に
どのような法的効果が生じるかが問題とな
りうる。 
なお、事業者が必要な配慮措置を講じな

かった結果、労働災害が発生した場合には、
民事上の損害賠償責任が問われうる。 
 
５．７ 改正提案 
５．７．１ 要配慮者の範囲 
本条は、中高年齢労働者以外にも適用の

余地がある。たとえば、障害者について身
体障害者に限定する理由はなく、知的障害
者および精神障害者も含まれうると考えら
れる。 
また、外国人労働者 ４５についても、熟練

度や言語能力に応じて適正配置をする必要
があると考えられる。現行法上、外国人労
働者はこれに含まれないが、日本にルーツ
を持たない者は、母国に家族または親戚が
いる中で、日本に就労に来ているともいえ
るため、出かせぎ労働者に準ずる者として
解することも可能ではないか。 
 
５．７．１．１ 発達障害 
 使用する労働者が障害を抱えている場合、
事業者は、当該障害の特性に応じた就業上
の措置を講じるよう努めなければならない。  
たとえば、発達障害（とりわけ ASD）の

特性として、個人的な興味のあるものに注
意がいきやすく、様々な情報を統合して状
況に応じた意味を構築するのが苦手なこと
がある ４６。また、言葉よりも視覚による情
報の方が理解しやすいため、安全衛生教育
を行うにあたっては、１つの意味を込めた
イラストを用いる等の工夫をすることが効
果的という ４７。 
 
５．７．１．２ 外国人労働者 
 
５．７．２ 配慮の具体的内容の範囲 
 
５．７．２．１ 労働者の属性または心身
の状態に応じた安全衛生教育 ※安衛法59
条「内容」から移動 
厚生労働省監修の平成 27 年度労働災害

発生状況の統計によると、労働災害を年齢
別に被災率からみた場合、30～39 歳がもっ
とも低く 0.15％であるのに対し、19歳以下
と60歳以上はともに0.3％を超えている４８。
また、中央労働災害防止協会が実施した「若
年労働者の労働災害の状況についてのアン
ケートおよびヒアリング結果」（平成 24年
3 月）によると、30 歳未満の労働者の労働
災害事故で最も多いのは「はさまれ、巻き
込まれ」（39.4％）であり、次いで「切れ、
こすれ」（36.4％）、「転倒」（19.2％）
となっている ４９。 
事務系職場の場合、挟まれたり巻き込ま

れたりする機械や高所作業を伴う現場は少
なく、また有機溶剤等の危険有害な化学物
質への接触は少ないと考えられるが、「う
っかりミス」「錯覚」「焦り」「慣れ」等
の人的要因にもとづく歩行中の転倒や階段
からの転落、鋭利な用具による切れ・こす
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れなどの軽微な労働災害、無理な姿勢に起
因するぎっくり腰などの職業性疾病が数多
く発生しているとされる ５０。こうした事故
は、業界・業種に関わらず発生し得るもの
であり、人的要因にもとづく発生原因とし
て考えられるのは、「焦り」「慣れ」「疲
れ」等であり、これらが「近道行動」「省
略行為」「注意力低下」「思い込み」を誘
発し、事故に発展すると考えられている ５１。 
なかでも、「焦り」「疲れ」については、

安全衛生教育の徹底・充実は当然であるが、
他方で、労働条件が適正であるか、長時間
労働が常態化していないか等の観点からも
検討する必要がある。 
 もっとも、 
 
 
６ 第 63 条 
６．１ 条文 
（国の援助） 
第六十三条 国は、事業者が行なう安全又
は衛生のための教育の効果的実施を図るた
め、指導員の養成及び資質の向上のための
措置、教育指導方法の整備及び普及、教育
資料の提供その他必要な施策の充実に努め
るものとする。 
 
６．２ 趣旨と内容 
６．２．１ 第 61 条 
６．２．１．１趣旨 
（未了） 
 
６．２．１．２ 内容 
 本条に基づき設置された安全衛生教育セ
ンターは、教育等の水準の向上を図ること
を目的としている ５２。同センターは、中央

労働災害防止協会及び建設業労働災害防止
協会に運営を委託しており、教育等の講師
となる人材養成の講座を開設している。 
 
６．３ 関連規定 
（未了） 
 
６．４ 沿革 
６．４．１ 制度史 
（未了） 
 
６．４．２ 背景となった災害等 
（未了） 
 
６．５ 運用 
６．５．１ 適用の実際 
（未了） 
 
６．５．２ 関係判例 
（未了） 
 
６．６ その他 
６．６．１ 民事上の効果 
（未了） 
 
６．７ 改正提案 
（未了） 
 
Ｄ．考察 
① 安全衛生教育を実施すべき対象者 
すでに述べたとおり、安衛法第 59 条第 1

項・第 2 項の安全衛生教育の対象者には「使
用する」すべての者が含まれる。すなわち、
短時間労働者や有期契約労働者、日日雇入
れられる者も安全衛生教育の対象となる。 
 これに対して、雇入れ時の健康診断、定
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期健康診断は「常時」使用する労働者に対
して実施するようことが求められている。
これは、「点」で発生する事故とは異なり、
健康状態の悪化が時間的経過（＝「線」）
により段階的に進行するものであるからで
あろう。 
また、派遣労働者の場合は、雇用関係の

ある派遣元事業者が実施責任を負うが、就
労形態の特性に照らし、安衛法の適用につ
いて特例が設けられている。すなわち、派
遣労働者は、派遣先事業者の指揮命令下で
派遣先事業者の機械または設備を使用して
作業に従事するため、派遣先事業者は、派
遣元事業者に対して積極的に情報を提供す
ることが求められるほか、派遣元事業者か
ら安全衛生教育の委託の申入れがあった場
合は、可能な限り応じるよう努めなければ
ならない。しかし、安全衛生教育を実施す
べき法令上の義務を負うのは、派遣労働者
の特例を除けば、雇用関係のある者に限ら
れている。現行法上、一人親方は、労働安
全衛生法上の労働者ではなく、安衛法第 59
条の安全衛生教育を受けられる対象とはな
っていない。もっとも、実際の労働現場で
は、一人親方も他の労働者と変わらない作
業に従事しており、業務災害も多数発生し
ている。そこで、平成 28年に成立した建設
工事従事者の安全及び健康の確保の推進に
関する法律にもとづき、平成 29 年に「建設
工事従事者の安全及び健康の確保に関する
基本的な計画」が策定された。これにより、
一人親方労働者も、業務の特性や作業実態
に応じた安全衛生に関する知識習得のため
の支援を受けられることになった ５３。安全
衛生教育の対象者として残る課題としては、
一人親方のように、雇用関係はないが労働

実態は安衛法上の労働者と変わらないプラ
ットフォーム労働に従事する者が考えられ
る。想定されうる安全衛生上のリスクとし
ては、長時間労働や過大なノルマ等による
心理的負荷（ストレス）、生活習慣の乱れ、
VDT 作業による視力の低下、就労場所・設
備の安全衛生上の問題などが考えられる。 
 
② 就業上の要配慮者の範囲 
安衛法第 62 条は、中高年齢者その他労働

災害の防止のために、事業者が、就業上の
配慮が必要な者に対して、心身の条件に応
じた適正配置をするよう求めている。中高
年齢者は、個人差はあるものの、加齢に伴
い、脚力や反応の敏しょう性などの機能低
下がみられるため、高所作業や重大事故つ
ながりうる機械等を使用する作業など、そ
の「配置」に留意しなければならないとの
趣旨である。 
中高年齢者以外で本条に該当し得るもの

として、通達では、身体障害者および出か
せぎ労働者が挙げられているが、以下の者
についても、本条の射程に入りうる。 
第 1 に、障害を抱える者全般である。通

達では、身体障害者のみに限定しているが、
それ以外の障害を有する者を排除する理由
はない。どの労働者をどの作業に従事させ
るのかという「配置」だけを問題とするな
らば、身体的な機能に問題のある者は、事
務系の職場などに配置すれば足りることと
なる。しかし、中高年齢者の労働力を活用
する背景には、労働力不足や高齢社会に伴
う社会保障制度における財政上の問題の解
消といった消極的な政策的側面だけでなく、
知識と経験の豊富な中高年齢者の活用が企
業活動に資すると考えられるからであろう。
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そうすると、本条の適用範囲を考える場合、
「適正な配置」とは何か、その具体的内容
としていかなる措置がありうるかは解釈上
問題になるとしても、就業上の措置を講じ
たうえで配置することが本条の趣旨に適う
「適正な配置」といえるのではないだろう
か。 
たとえば、平成 28 年改正障害者雇用促進

法にもとづいて策定された合理的配慮指針
別表によると、知的障害者については、「図
等を活用した業務マニュアルを作成」し、
「業務指示は内容を明確にし、一つずつ行
う等作業手順を分かりやすく示す」ことが
必要であるという。また、精神障害者に対
しては、「できるだけ静かな場所で休憩で
きるように」し、「本人の状況を見ながら
業務量を調整すること」が求められるとす
る。そして、発達障害者に対しては「感覚
過敏を緩和するため、サングラスの着用や
耳栓の使用を認める等の対応を行う」こと
等が合理的配慮に該当するとされる ５４。も
っとも、上記の配慮内容は、障害者雇用促
進法第 36 条の 5 第 1 項の規定にもとづき、
同法第 36条の 2から 4までの規定にもとづ
き事業主が講じるべき措置（合理的配慮）
に関する指針として例示されたものであり、
安衛法第 60 条との関係で直接の根拠とな
るものではないことに留意する必要がある。 
また、障害者雇用促進法第 36 条の 2 から

4 が、雇用の分野における障害者の機会・
待遇の確保または能力の発揮を目的として
いるの対し、安衛法第 62条は、特別の配慮
がなければ労働災害発生のリスクが上がる
と考えられる者に対して、事業者に就業上
の配慮を求めるものであるから、規定の趣
旨・目的も異なる。しかし、労働者が能力

を発揮できるためには、労働災害の発生を
防止し、安全な作業環境を維持することが
前提であるから、事業者に求められる措置
としては共通するものが多いと考えられる。
そのため、就業上の事業者の措置または配
置について定める諸規定の関係については、
今後、検討の余地があると考えられる。 
第 2 に、外国人労働者である。本条に出

かせぎ労働者が含まれることになった背景
として、農村等からの出かせぎ労働者が製
造業や建設業等に従事し、労働災害に巻き
込まれる事件が多発していたことにあると
思われる。当時、出かせぎ労働者の賃金そ
の他の労働条件は相当に低く、法的地位お
よび権利保障は不十分であった。これは、
出かせぎ労働者に農村出身が多く、主管官
庁が農林省および労働省のいずれであるか
が曖昧であったことにも起因していたよう
である ５５。そして、出かせぎ労働者のよう
な労働者が不慣れな業務を行う場合、労働
災害の発生リスクは高まる。そのため、出
かせぎ労働者の全体的な地位改善の一環と
してこれを保護するために本条の適用対象
に含まれたと考えられる。 
出かせぎ労働者が直面する状況は外国人

労働者についても同様のことがいえる。当
時の議論でも、出かせぎ労働者の定義につ
いて、「ある一定の期間、現在住んでおる
ところを離れて就労する、こんなのが出か
せぎの定義などと言ったら、これは船に乗
っているいわゆる船員は出かせぎか。ある
いは外国官庁、公館につとめておる外国勤
務の人たちは出かせぎか。それは出かせぎ
という広義の解釈も成り立つ ５６」との発言
もある。出かせぎ労働者に含みうるものと
してどこまで射程を拡げられるかは検討の
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余地があるが、外国人労働者をこれに準ず
る者として、理解する余地はあるのではな
いだろうか。 
なお、事業者が外国人労働者に対して講

じうる措置（配置）としては、日本語能力
が労働災害を防止する観点から不十分であ
ると考えられる者に対し、母国語で書かれ
た安全マニュアルの配布や作業上の注意事
項を母国語で掲示するなどの措置を講じた
うえで配置すること等が考えられる。 
 
Ｅ．結論 
今年度の研究においては、安全衛生教育

をめぐる法的問題について逐条ごとに検討
し、若干の解説を加えた。平成 26 年度～平
成 28 年度に検討された「リスクアセスメン
トを核とした諸外国の労働安全衛生制度の
背景・特徴・効果とわが国への適応可能性
に関する調査研究」によると、（a）組織の
責任者による真摯で具体的な関与、（b）構
造的で計画的な取り組み、（c）適切な人的・
物的資源が利用できる条件の整備、（d）全
ての管理者による安全衛生の重視、（e）直
面課題に応じた柔軟な対応、（f）安全衛生
と組織の生産性や競争力との一体視、の 6
要素を各事業場で展開させることが必要で
あるとされ、そのために、多面的で専門的
かつ柔軟な労働安全衛生行政の推進が求め
られるとしている ５７。 
分担者の担当する安衛法第 6 章は、労働

現場における安全衛生教育の徹底を目的と
しており、上記の 6 要素すべてが複合的に
関連しうるが、なかでも（a）組織の責任者
による真摯で具体的な関与が重要であると
考えられる。労働災害が発生する背景には、
生産性や利益を重視する経営側の姿勢があ

り、これが安全衛生上の教育その他の措置
の不実施や長時間労働などの労働条件悪化
につながっているといえるからである。 
しかし、現行法上、安全衛生教育が法制

度化されているのは、安衛法第 6 章所定の
上記に列挙した法定の各種教育のほかに、
作業主任者への技能講習があるのみである。
そこで、上記報告書では、これらのさらな
る充実とともに、依然として法制度化にい
たっていない経営のトップ層（総括安全衛
生管理者等）、一般従業員層への一般的な
安全衛生教育の実施を図るべきことが提案
されている ５８。 
経営のトップ層による関与については、

教育の法制度化のみならず、安衛法違反に
対する刑事制裁も論点になる。この点、報
告書では、事業体の役員の業務が労働安全
衛生に及ぼす影響の大きさや、現にそれゆ
えに企業の取締役個人の民事責任を認める
判例が複数登場して来ていること、イギリ
スでは既にそうした法制度が採用され、実
際に運用されていること、何より事業体ご
との安全衛生文化の醸成には、トップ層に
よる安全衛生への責任的関与を図る必要が
あること等に基づき、現行法上の違反者へ
の刑事制裁規定とは別に、安全衛生の運営
を担う事業体の役員が、内部統制システム
の管理を怠ったことにより重大な労働災害
を発生させた場合、それゆえに刑事制裁を
科す旨の規定の新設に関する検討可能性が
指摘されている ５９。 
労働安全衛生法の制定によって、旧労基

法時代には不十分であった法定の安全衛生
教育制度は強化され、体系化された。しか
し、安全衛生教育を実施すべき条件・対象
者・内容は広範にわたるため、多様な要請
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に的確に応じた実施が必要である。とりわ
け、雇用関係はないが、雇用されている労
働者と実態が異ならない者に対する労安衛
法上の対応が、今後の検討課題として求め
られると考えられる。 
 また、安衛法第 62 条にいう「特に配慮を
必要とする者」の範囲については、通達で
は、身体障害者および出かせぎ労働者等が
列挙されるが、身体障害者以外の障害者や
外国人労働者についても含めるべきと考え
られる。また、「適正な配置」の具体的内
容についても検討すべきと考えられる。「適
正な配置」を就業上の措置を講じたうえで
配置することを含むものと解せば、本条の
射程は拡がりうるし、そのように解した方
が、本条の目的にも合致する。 
たとえば、安衛法第 59 条所定の安全衛生

教育を実施する場合、外国人労働者や知的
障害者や発達障害者などでは、必要な配慮
や支援が異なるため、これらの者の心身の
条件に応じた教育を実施することが求めら
れるし、それを行うことは、本条が「適正
な」配置と定めた趣旨に適う配慮義務の履
行となろう。本条は努力規定であるため法
的拘束力はなく、また、本条を受けて具体
的な規則が置かれているわけではないが、
より広がりのある規定として位置づけてい
く必要があるのではないだろうか。 
 
Ｆ．研究発表 

1．論文発表 
  該当なし。 
 
2．学会発表 

   該当なし。 
 

Ｇ．知的所有権の取得状況 
1．特許取得 

   該当なし。 
 

2．実用新案登録 
   該当なし。 
 

3．その他 
   該当なし。 
 
Ｈ．引用文献 
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図表がある場合は、これ以降に番号順に貼り付け（１段組） 
 

 

特別教育（第 59

条第 3項） 

 就業制限（第 61

条） 

制限業務に就労する

ことができる者 

  発破の場合にお

けるせん孔、装て

ん、結線、点火、

不発の装薬、残薬

の点検・処理 

 

 

 

 

 

 

ア 発破技師免許を

受けた者 

イ 火薬類取締法に

よる火薬取扱保安責

任者免状を有する者 

ウ 保安技術職員国

家試験規則による 

a 上級保安技術職員

試験合格者（甲種、

乙種、丁種） 

b 発破係員試験合格

者（甲種、乙種） 

c 坑外保安係員試験

合格者（甲種、乙種） 

d 坑内保安係員試験

合格者（甲種、乙種、

丁種） 

研削 砥石
と い し

  

 

 

那加クレーンセンターHP 

http://nakacc.co.jp/cour

se/sp_red/kensaku.php 
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プレス又はシャ

ー 

 

 

労働安全衛生推進協会 HP 

http://www.axtu.org/dour

yoku-press-tokubetsukyou

iku.html 

 

 

 

  

アーク溶接機 アーク溶接 

 

 

コベルコ教習所 

新潟教習センター 

https://www.kobelco-kyos

hu.com/niigata/licenses/

アーク溶接等特別教育/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

可燃性ガス及び

酸素を用いて行

う金属の溶接、溶

断又は加熱の業

務 

ア ガス溶接作業主

任者免許を受けた者 

イ ガス溶接技能講

習を修了した者 

ウ 職業能力開発法

に定める塑性加工

科、構造物鉄工科、

配管科の職種に係る

職業訓練指導員の免

許を受けた者 

エ 保安技術職員国

家試験規則 5 条の溶

接係員試験に合格し

た者 

オ 歯科医師の免許

を受けた者 

カ 歯科技工士の免

許を受けた者 
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電気取扱い    

電気取扱い    

最大荷重 1t 未

満のフォークリ

フト 

 

 

公益社団法人 

福岡県労働基準協会連合会

HP 

https://www.f-roukijunre

n.or.jp/フォークリフト運

転技能講習%EF%BC%88 最大

荷 重 %EF%BC%91 ト ン 以

上 %EF%BC%89-《登録第 11

号》.html 

 

最大荷重（基準荷

重中心に負荷さ

せることのでき

る最大の荷重）1t

以上のフォーク

リフトの運転（道

路上を走行させ

る運転を除く。）

の業務 

ア フォークリフト

運転技能講習修了者 

イ 職業能力開発法

に定める揚重運搬機

械運転系港湾荷科の

訓練（通信の方法に

よるものは除く。）

を修了した者でフォ

ークリフトについて

の訓練を受けた者等 

最大荷重 1t 未

満のショベルロ

ーダー、フォー

クローダー 

 

 

 

TOYOTA L&F 

http://www.toyota-lf.com

/products/detail/shovel/ 

 

 

 

 

 

最大荷重（負荷さ

せることのでき

る最大の荷重）が

1t 以上のショベ

ルローダー、フォ

ークローダーの

運転（道路上を走

行させる運転を

除く。）の業務 

ア ショベルローダ

ー等運転技能講習修

了者 

イ 職業能力開発法

に定める揚重運搬機

械運転系港湾荷役科

の訓練（通信の方法

によって行うものを

除く。）を修了した

者でショベルローダ

ー等についての訓練

を受けた者等 
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最大積載量 1t

未満の不整地運

搬車 

 最大積載量 1t 以

上の不整地運搬

車の運転（道路上

を走行させる運

転を除く。）の業

務 

ア 不整地運搬車運

転技能講習修了者 

イ 建設業の建設機

械施工技術検定（１

級は実地試験でトラ

クター系機械操作施

工法を選択しなかっ

た者、２級は第二種

から第六種を除く。）

に合格した者 

ウ 旧職業能力開発

法による養成訓練で

建設機械整備科、建

設機械運転科の訓練

（厚生労働省労働基

準局長が指定するも

のに限る。）の修了

者等 

制限荷重 5t 未

満の揚貨装置 

 

 

 

制限荷重 5t 以上

の揚貨装置の運

転 

揚貨装置運転士免許

を受けた者 

伐木等機械 

（伐木、造材又

は原木若しくは

薪炭材の集積を

行うための機械

で動力を用い、
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かつ、不特定の

場所に自走する

もの） 

走行集材機械 

（車両の走行に

より集材を行う

あめの機械で、

動力を用い、か

つ、不特定の場

所に自走するも

の） 

   

機械集材装置 

（集材機、架線、

搬器、支柱等に

より構成され、

動力を用い、原

木等を巻き上

げ、かつ、空中

において運搬す

る設備） 

   

簡易架線集材装

置 

（集材機、架線、

搬器、支柱等に

より構成され、

動力を用い、原

木等の一部が地

面に接した状態

で運搬する設

備） 

   

伐木等    

チェーンソー    

機体重量が 3t

未満の整地・運

搬・積込、掘削

用の小型車両系

 機体重量が 3t 以

上の建設機械（整

地・運搬・積込み

用機械、掘削用機

ア 車両系建設機械

（整地・運搬・積込

み用機械、掘削用機

械）運転技能講習修
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建設機械 械）で動力を用い

不特定の場所を

自走できるもの

の運転（道路上を

走行させる運転

を除く。）の業務 

了者 

イ 建設業の建設機

械施工技術検定（１

級は実地試験でトラ

クター系建設機械操

作施工法、ショベル

系建設機械操作施工

法を選択した者、２

級は第四種から第六

種を除く。）に合格

した者 

ウ 職業能力開発法

に定める養成訓練で

建設機械運転科の訓

練（通信の方法によ

るものは除く。）の

修了者等 

機体重量が 3t

未満の基礎工事

用の小型車両系

建設機械 

 機体重量が 3t 以

上の建設機械（基

礎工事用機械）で

動力を用い不特

定の場所を自走

できるものの運

転（道路上を走行

させる運転を除

く。）の業務 

ア 車両系建設機械

（基礎工事用機械）

運転技能講習修了者 

イ 建設業の建設機

械施工技術検定（１

級は実地試験で基礎

工事用機械操作施工

法を選択した者。２

級は第一種から第五

種を除く。）に合格

した者 

  機体重量が 3t 以

上の建設機械（解

体用機械）で動力

を用い不特定の

場所を自走でき

るものの運転（道

路上を走行させ

る運転を除く。）

ア 車両系建設機械

（解体用機械）運転

技能講習修了者 

イ 建設業の建設機

械施工技術検定（１

級は実地試験でショ

ベル系建設機械操作

施工法を選択した
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の業務 者。２級は第一種、

第三種から第六種を

除く。）に合格した

者 

ウ 職業能力開発法

に定める養成訓練で

建設機械整備科、建

設機械運転科の訓練

（厚生労働省労働基

準局長が指定するも

のに限る。）の修了

者等 

車両系（自走式）

以外の基礎工事

用建設機械 

   

基礎工事用車両

系建設機械 

   

ローラー（諦固

め用建設機械） 

   

コンクリート打

設用車両系建設

機械 

   

ボーリングマシ

ン 

   

ジャッキ式つり

上げ機械 

   

作業床の高さが

10m 未満の高所

作業車 

 作業床の高さが

10m以上の高所作

業車の運転（道路

上を走行させる

運転を除く。）の

業務 

高所作業車運転技能

講習修了者 

巻上げ機    

軌道装置の動力

車 

   

小型ボイラー  ボイラー（小型ボ ア 特級ボイラー技
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イラーを除く。）

の取扱い 

士免許を受けた者 

イ 1 級ボイラー技

士免許を受けた者 

ウ 2 級ボイラー技

士免許を受けた者 

エ 一定のボイラー

取扱業務はボイラー

取扱技能講習修了者 

  上覧のボイラー

又は第一種圧力

容器（小型圧力容

器を除く。）の溶

接（自動溶接機に

よる溶接、管（ボ

イラーは主蒸気

管、給水管を除

く。）の周継手の

溶接及び圧縮応

力以外の応力を

生じない部分の

溶接の業務を除

く。）の業務 

特別ボイラー溶接技

師免許を受けた者 

  ボイラー（小型ボ

イラーを除く。）、

第一種圧力容器

（小型圧力容器

を除く。）の整備

の業務 

ボイラー整備士免許

を受けた者 

つり上げ荷重

5t 未満のクレ

ーン及びつり上

げ荷重が 5t 未

以上の跨線テル

ハ 

 つり上げ荷重 5t

以上のクレーン

（跨線テルハを

除く。）の運転の

業務 

ア クレーン・デリ

ック運転士免許を受

けた者 

イ 運転手が荷とと

もに移動する方式に

あっては床上操作式

クレーン運転技能講

習修了者 
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つり上げ荷重

1t 未満の移動

式クレーン 

 つり上げ荷重 1t

以上の移動式ク

レーンの運転（道

路交通法の道路

を走行させる運

転を除く。）の業

務 

ア 移動式クレーン

運転士免許を受けた

者 

イ 小型移動式クレ

ーン運転技能講習を

修了した者 

つり上げ荷重

5t 未満のデリ

ック 

 つり上げ荷重 5t

以上のデリック

の運転の業務 

クレーン・デリック

運転士免許を受けた

者 

建設用リフト    

玉掛け  制限荷重が 1t 以

上の揚貨装置又

はつり上げ荷重

が 1t 以上のクレ

ーン、移動式クレ

ーン若しくはデ

リックの玉掛け

業務 

ア 玉掛け技能講習

修了者 

イ 職業能力開発法

に定める玉掛け科の

訓練（通信の方法に

よって行うものを除

く。）の修了者等 

ゴンドラ    

高気圧作業室及

び気こう室へ送

気するための空

気圧縮機 

   

高圧室内作業に

係る作業室への

送気の調節を行

うためのバルブ

又はコック 

   

高気圧気こう室

への送気又は気

こう室からの排

気の調節を行う

ためのバルブ又

はコック 

   

潜水作業者への  潜水器を用いて 潜水士免許を受けた
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送気の調節を行

うためのバルブ

又はコック 

空気圧縮機若し

くは手押しポン

プによる送気又

はボンベからの

給気を受けて、水

中において行う

業務 

者 

再圧室    

高圧室    

四アルキル鉛等    

酸素欠乏危険作

業 

   

特殊化学設備    

透過写真    

核燃料物質等    

原子炉施設にお

ける核燃料物質

等 

   

放射線の事故由

来廃棄物等の処

分 

   

電離放射線特例

緊急作業 

   

特定粉じん作業    

ずい道等    

産業用ロボット    

自動車用タイヤ    

廃棄物の焼却施

設 

   

石綿が使用され

ている建築物、

工作物又は鋼製

の船舶 

   

除染等業務及び

特定線量下業務 
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ロープ高所作業    

    

    

    

 

 

 

 
 
 

 
 

１ 「安全衛生教育及び研修の推進について」平成 3年 1月 21日基発第 39号、改正平成 28
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23頁。 
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衛生コンサルタント：一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会機関誌 40（135）

（2020 年）44頁。 
４７ 樋上・前掲注 50。 
４８ 川野政彦「社会人になる前の若者に対する安全教育」労働の科学 72巻 10号（2017年（平

成 29年））5頁に掲載の統計は、厚生労働省監修「平成 27年度労働災害発生状況」資料よ

り作成されている。 
４９ https://www.jisha.or.jp/research/pdf/report_2012_003.pdf （2020年 2月 1日最終

閲覧） 
５０ 小出勲夫「シリーズ これからの安全衛生教育のあり方を考える［其の六］職場巡視②

―事務系職場と 5S活動―」労働安全衛生広報 1044 号（2012 年（平成 24 年））29-31頁。 
５１ 川野・前掲註 12（2017年（平成 29年））7頁。 
５２ 「安全衛生教育及び研修の推進について」平成 3年 1月 21日基発第 39号、改正平成 28

年 10月 12日基発 1012第 1号。 
５３ 「建設工事従事者の安全及び健康の確保に関する基本的な計画」（2017年（平成 29年））

5頁。 
５４ 「合理的配慮指針」はインターネットから入手可能である。 

https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000078980.html （2020 年 2月 14日最終閲覧） 
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５５ 第 63回国会衆議院社会労働委員会第 7号・昭和 45年 3月 31日 12頁（小林進発言） 
５６ 前掲註 50・8頁（小林進発言） 
５７ 三柴丈典ほか「厚生労働省厚生労働科学研究費補助金労働安全衛生総合研究事業 リス

クアセスメントを核とした諸外国の労働安全衛生制度の背景・特徴・効果とわが国への適

応可能性に関する調査研究」〔三柴丈典〕（2014年度（平成 26年度）～2016年度（平成

28年度））1頁。 
５８ 三柴・前掲註 50（2014年度（平成 26年度）～2016年度（平成 28年度））9頁。 
５９ 三柴・前掲註 50（2014年度（平成 26年度）～2016年度（平成 28年度））5頁。 
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